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企業における法曹有資格者の活動領域の 
拡大に関する分科会（第７回）議事録 

 

 

 

 

 

 

第１ 日 時  平成２６年１２月３日（水）  自 午前１０時００分 

 至 午後０時００分 
 
第２ 場 所  弁護士会館２階講堂「クレオ」BC 
 
第３ 議 題 

１ 開会 

２ 第４回有識者懇談会の議事概要について（報告） 

３ 企業における法曹有資格者の活動領域の拡大に向けた試行方策等について 

４ 論点整理について 

５ 法的ニーズに関する意識調査について（報告） 

６ 今後の検討について 

７ 次回の予定，閉会 
 
第４ 出席者等 
岡野公益社団法人経済同友会常務理事（座長），井上昭和シェル石油株式会社常務執行役員，

経営法友会幹事（弁護士），片山慶應義塾大学大学院法務研究科委員長・教授，中西内閣官房法

曹養成制度改革推進室参事官，佐熊内閣官房法曹養成制度改革推進室参事官補佐，鈴木法務省

大臣官房司法法制部参事官，和田一般社団法人日本経済団体連合会経済基盤本部主幹，木内日

本組織内弁護士協会理事（弁護士），吉岡日本弁護士連合会事務次長（弁護士），矢部日本弁護

士連合会法科大学院センター副委員長，法律サービス展開本部ひまわりキャリアサポートセ

ンター委員，弁護士業務改革委員会企業内弁護士小委員会幹事（弁護士），伊東日本弁護士連

合会事務総長付特別嘱託，法律サービス展開本部ひまわりキャリアサポートセンター副セン

ター長（弁護士），文部科学省オブザーバー，経済産業省オブザーバー 
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○伊東弁護士 それでは，予定の時刻になりましたので，「企業における法曹有資格者の活動

領域の拡大に関する分科会」の第７回会議を始めさせていただきます。 

  まず，本日の配付資料の確認をさせていただきます。本日，皆様にお配りしております資

料は，資料目録記載のとおり１５点でございます。まず資料１は，本日，第７回分科会の出

席者名簿です。資料２が，活動領域拡大に向けた取組に関する論点整理，資料３が，企業に

おける法曹有資格者の活動領域の拡大に関する分科会工程表でございます。資料４は，日本

弁護士連合会企業内弁護士関連ホームページの資料になります。資料５は「～企業内弁護士

を目指す司法試験合格者向けセミナー～企業内法務の実態と企業内弁護士の役割」に関する

案内チラシと配付資料となっております。資料６は，「弁護士・司法修習生・司法試験合格者

向けセミナー自分をぴかぴかに磨こう－企業就職活動ガイダンス」の実施報告，資料７が，

第６８期司法修習生等東京三弁護士会就職合同説明会の実施報告になります。資料８は，２

０１４年１０月号「経済同友」－弁護士採用に関する情報提供会についての実施報告の記事

になっております。資料９が企業内弁護士研修会の資料で，第４回の実施報告と第５回の案

内になっております。資料１０は，e ラーニング講座「コーポレート・ガバナンスに関わる

弁護士のための連続講座（基礎編）～社外役員・企業内弁護士等が押さえておくべき基礎知

識」の講座紹介，資料１１は実践英会話 e ラーニング講座「English for Lawyers～世界に通

じる弁護士になろう～」の紹介の資料でございます。資料１２が，「女性インハウスのための

キャリアアップセミナー ビジネスの発展と法務～企業内弁護士に期待すること～」の実施

報告でございます。資料１３が「日本政策投資銀行日本弁護士連合会共催セミナー女性起業

家のためのリーガル実践講座」に関する第１回の実施報告と第２回の案内になっています。

資料１４は，日弁連中小企業法律支援センターの取組報告に関する資料です。資料１５は，

法的ニーズに関する意識調査単純集計表で，前半は大企業に関するもの，後半は中小企業に

関するものです。 

資料は以上ですが，そのほかに本日，机上配付資料が３点ございます。一つが，最初の枠

囲いの付いた机上配付資料１，机上配付資料の２が「企業における法曹有資格者の活動領域

の拡大について（取りまとめ）（平成２５年１月２８日）」，それから，机上配付資料３は１枚

もので，「法科大学院における企業内法務カリキュラムに関する意見交換会 議論になった主

なテーマ」という資料になっております。以上が資料の確認でございます。 

○伊東弁護士 次に，１０月２４日に第４回有識者懇談会が開催されております。こちらの議

事概要について法務省司法法制部鈴木昭洋参事官より御報告いただきます。よろしくお願い

します。 

○鈴木参事官 それでは，まず本年１０月２４日に開催されました第４回有識者懇談会の概要

についての御紹介をさせていただきます。有識者懇談会におきましては，お手元の資料２，

３／１３８ページ，「活動領域拡大に向けた取組に関する論点整理」に従いまして意見交換

がされました。 

この論点整理は，これまで取り組んでまいりました法曹有資格者の活動領域の拡大に向け

た施策の状況や，今後更に解決するべき課題の概略をまとめたものです。横軸は，分科会ご

とに整理したものでして，左から順に，国・自治体，福祉等分科会，その横が企業分科会，

一番右が海外展開分科会の順に検討テーマを記載しております。縦軸は，共通のテーマごと

に整理したものでして，上から順に，「ニーズの把握と対応策」，すなわち法曹有資格者の需
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要に関するテーマ，中段が「ニーズに見合う人材の確保・育成」，すなわち人材の供給に関す

るテーマ，下段が「ニーズと人材の効果的な引き合わせ」，すなわちマッチングに関するテー

マを記載し，それぞれにつき「これまでの取組」と「見えてきた課題」を記載したものです。 

有識者懇談会では，この論点整理に記載された現状及びこれまでの取組を踏まえまして，

有識者の皆様から御意見を頂き，今後，各分野ともに共通して克服していくべき課題として，

次のような観点が示されました。 

まず，法曹有資格者に対するニーズの把握と対応策の検討という点につきましては，既に

一定程度取組が進んでいるものも含め，これまでの活動領域の拡大に向けた取組の実施状況

を踏まえた現状分析を行い，法曹有資格者が各分野において，常勤に限らず，非常勤や顧問，

さらには個別事案ごとの関与といった形も含め，いかなる関与の仕方で，どのような貢献を

することができるのかを整理し，これを発信することを通じてニーズの掘り起こしを進める

必要があるとの指摘がされました。 

ニーズに見合った人材の確保という点に関しましては，各分野に法曹有資格者が進出しや

すい環境を整備していく必要がある，との指摘がされました。 

ニーズと人材をいかに引き合わせるかという点については，例えば，法曹有資格者に対し，

各分野における求人情報の提供を進めるだけでなく，各分野において法曹有資格者に求めら

れる知見に関する情報も併せて提供することが重要であるとの指摘がされました。 

他方，法曹有資格者の活用を考える企業や関係機関に対しては，事業活動の推進に当たり，

法曹有資格者を具体的にどのように活用するのかという点に関する情報を提供することなど

を通じまして，需要側と供給側の双方が適切に情報やノウハウを得ることのできる基盤を整

備することが必要であるとの指摘があったところです。 

以上のような意見交換の後，事務局から，今後の進行につきまして，現在の検討体制の設

置期限以前に顧問会議への報告を行う必要があることを踏まえ，例えば，来年の２月もしく

は３月に有識者懇談会を開催いたしまして，そこで，各分科会における総括的な検討結果の

骨子を提示し，その上で，来年の５月に，検討結果の取りまとめのために再度有識者懇談会

を開催するという方向で日程調整を行うとの予定が示されたところです。 

このような経緯を踏まえまして，現在，有識者懇談会及び各分科会の日程調整等を進めて

いるところです。第４回の有識者懇談会に関する御報告は以上となります。 

○伊東弁護士 ありがとうございました。今報告がありましたとおり，有識者懇談会では，ニ

ーズの把握と対応策について，「常勤・非常勤あるいは事案ごとの関与など，法曹有資格者

の様々な活動のあり方」という観点が示されました。これまで当分科会では，企業の中での

活動について検討してまいりましたけれども，有識者懇談会での指摘を踏まえて，本日は，

企業の外からの関わりという視点で，日弁連の中小企業に対する取組について御紹介したい

と思います。この点は，後ほど御報告を頂きたいと思います。 

それでは，企業における法曹有資格者の活動領域の拡大に向けた試行方策について，進捗

状況を御報告いたします。ただ，今の有識者懇談会の報告にありましたとおり，取りまとめ

に向けた議論をする必要がございまして，今回と次回の分科会でいろいろ御議論いただく必

要がございます。前回もこの件については御議論いただいていたのですが，本日も取りまと

めに向けた論点整理に関する議論に多くの時間をかける予定にしております。その関係で，

試行方策の御報告については，全体を一括してまとめて短めに御報告をさせていただいて，
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その後で御意見を賜ることにさせていただきたいと思います。 

まず，ひまわりキャリアサポートオフィス設置事業につきまして，第６回分科会以降の取

組を報告いたします。 

資料４，７／１３８ページを御覧ください。日弁連の企業内弁護士に関するホームページ

を先週オープンしたばかりですが，こちらに関する資料になっております。 

簡単に御説明をいたしますと，７ページの下の方がトップページになります。「企業・団体

の方へ」というところと，「企業内弁護士を目指す方へ」と二つにページが分かれておりまし

て，「企業・団体の方へ」を開いたものがこの後にずっと続いています。後ろの方，１９ペー

ジ以降になりますが，「企業内弁護士を目指す方へ」が付いております。「企業・団体の方へ」

のページを見ていただきますと，ここに企業内弁護士の採用に関する Q&A が書かれており

ます。 

それから，採用に当たっての情報提供がありまして，１２ページ以降は，弁護士を採用し

た企業の声を載せております。これは，実際にひまわり求人求職ナビを利用した企業にヒア

リングに行って話を聞き，それを取りまとめたもので，３社ほど掲載されております。それ

から，「企業内弁護士を目指す方へ」につきましても，同じような内容になっておりますが，

２３ページに，企業内弁護士として働く方の声，実際に働いている企業内弁護士の声を載せ

ておりますが，こちらに３名ほど載っておりますが，先ほどの企業の３社と対応する形で３

名の企業内弁護士のインタビューを載せております。この企業インタビューについては今後

更にヒアリングを行って，載せられるものを集めて追加していくということを検討しており

ます。以上がホームページに関する御報告です。 

それから資料５，２７ページを御覧ください。１０月１日に東京三会主催で行われた，企

業内弁護士を目指す司法試験合格者向けセミナーに関する御報告でございます。３１ページ

を見ていただきますと，このセミナーでは，チューリッヒ保険会社のジェネラルカウンセル

をしております芦原弁護士に，「社内弁護士という選択」というテーマで基調講演を行ってい

ただいております。 

それから資料６，３５ページは，１０月１１日に行われました企業就職活動ガイダンスに

関する資料になっております。３７ページを見ていただきますと，アンケートの集計が載っ

ています。参加者数は１７７名ということで，大変多くの方に参加していただいております。

アンケート内容を見ていただきますと，「履歴書の書き方や面接等の基本的なことについての

知識が得られた」，「企業で働くことのイメージが持てた」というような内容の回答が多くな

っています。 

資料７，４５ページを御覧ください。１０月１３日に行われました東京三会就職合同説明

会の実施報告書です。企業は３８社が参加しておりますが，参加企業数は昨年より増えてお

ります。ただ，来場者数については，一番下のところを見ていただきますと，昨年９４１名

のところ，今年は８４９名と減っておりますが，これは当日台風のために来られなかった方

がいたということでございます。 

それから５１ページ，資料８を御覧ください。こちらは９月１０日に行われました経済同

友会の弁護士採用に関する情報提供会に関する資料です。「経済同友」という冊子に記事を掲

載していただいております。こちらの情報提供会には，６１社の企業に御参加いただきまし

た。岡野座長の御紹介もあり，たくさんの企業関係者に情報提供することができました。 
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続きまして，モデルカリキュラム策定事業について進めさせていただきます。第６回分科

会会議以降の日弁連の取組について，矢部さんから御報告を頂きたいと思います。 

○矢部弁護士 それでは矢部から御報告いたします。モデルカリキュラム策定及び協議につき

ましては，資料３の工程表を御覧ください。 

現状では，既に法科大学院生向けのプログラムが慶應義塾大学，中央大学，神戸大学でス

タートしておりまして，それに加えて，リカレントのプログラムを中央大学と慶應義塾大学

で同時に進行しているところです。実施されているカリキュラムについては，幾つか傍聴さ

せていただいてレポートをまとめているところです。 

その一方で，従前も御紹介したと思うのですが，机上配付資料３というところでお渡しし

てございますが，法科大学院における企業内法務カリキュラムに関する意見交換会を７月２

８日に実施しております。これに関して，今ちょうど意見交換会の内容を文字に起こしてお

りまして，早晩これを公に御覧いただけるようにしたいとは思っておりますが，現状ではこ

の配付資料３のような形での意見交換があったということでの御報告とさせていただきたい

と思っています。内容といたしましては，結構突っ込んだお話をしておりまして，例えば，

意見交換のところのテーマとして挙がっております内容としては，プログラムとして，まず

どういう人材を養成するかという理念的な問題を押さえた上で，企業内に入っていった場合

のキャリア形成，あるいはそれとの関係で法科大学院がどういうカリキュラムを準備すれば

いいのか。あと，就職情報の点に関しては，後半もう少しいろいろと関与すべきではないか

という御意見に対する議論というようなところも，かなりお話を頂いたと思っております。 

そのところでやはり一番問題になりますのは，企業内法務ではどういうイメージの人を考

えていくべきかといったところが，各校それぞれ御努力いただいているようなのですけれど

も，やはり少しずつ捉え方が違うところがございます。今後この辺りは，各校で経験を積み

重ねていただきつつ，意見交換をしながらだんだんと標準型といいますか，そういうところ

が見えてくるのではないかという気はいたしております。 

あとは，教育メソッドの話ですとか，キャリア形成に対する動向をどういうふうに活用し

て展開するか，それと，最終的には各校でのプログラムはそれぞれ独自にやるとして，先ほ

ど申し上げたようなコアの部分というのが，何か共通に形成できないかというようなところ

が今後の課題かと思います。 

○伊東弁護士 ありがとうございました。資料の９，５３ページ以下に，日弁連での研修に関

する取組が幾つかありますので一言御報告をさせていただきます。資料９，５３ページから

は，企業内弁護士最前線という企業内弁護士向け研修会に関する資料が載っております。そ

れから，６１ページ以下は，二つほど，日弁連で公開しております e ラーニングの講座紹介

です。まず，６１ページが「コーポレート・ガバナンスに関わる弁護士のための連続講座」

に関するものです。これは企業内弁護士に限ったものではないのですけれども，企業内弁護

士も押さえておくべきものになるだろうということで紹介します。３回に分かれておりまし

て，一つは，コーポレート・ガバナンスに関するもの，二つ目が会計・財務の知識，三つ目

が監査に関するものということで公開しております。 

それから資料１１，６３ページは実践英会話の e ラーニング講座というもので，こちらは

無料で公開をしております。多くの弁護士に利用されているということを聞いています。以

上がモデルカリキュラム策定事業に関する御報告です。 
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続きまして，女性を切り口とした事業の御報告をいたします。資料１２，６５ページを御

覧ください。女性インハウスのためのキャリアアップセミナーを１０月１８日に開催してお

ります。６７ページを見ていただきますと，アンケート集計があります。参加者は１８名と

数は少なかったのですが，中を見ていただきますと，講演会，交流会も非常に良かったとい

うことで評価を頂いております。 

６９ページ以下が，日本政策投資銀行と日本弁護士連合会の共催で行いました「女性起業

家のためのリーガル実践講座」の報告でございます。第１回については９月１８日に行われ

ております。アンケートは４１名に御回答いただいということになっています。それから７

５ページは，第２回ですが，こちらは１１月１１日に行っております。「事業継続・維持の法

務①」というものが行われております。 

試行方策の取組状況の報告は以上でございます。 

ここで，先ほど申し上げました日弁連の中小企業法律支援の取組について，御報告をさせ

ていただきます。日弁連の吉岡毅事務次長より御報告いたします。よろしくお願いいたしま

す。 

○吉岡弁護士 日弁連事務次長の吉岡と申します。よろしくお願いいたします。 

  私は，今年の３月末まで日弁連中小企業法律支援センターの事務局長をやっておりました

関係で，簡単に御説明させていただきます。内容につきましては資料１４の７９ページ以下

に付けさせていただいておりますが，今日はその中からかいつまんでレジュメに沿って御報

告をさせていただきます。 

まず，日弁連中小企業法律支援センターは２００９年１１月に設置されました。これは，

実は２００６年から２００７年にかけて，日弁連が中小企業向けに実施したアンケート調査

がございまして，その結果を反映したものと考えていただければいいかと思います。ごくか

いつまんでアンケート結果を申し上げますと，中小企業のうち，弁護士を利用した経験があ

るというのが大体半分であるということ，それから，法的手続を利用した経験があるという

のが２３％前後であるという結果であります。 

それから，では中小企業に法的課題がないのかといえば，８０％は法的課題を有している

という結果でございました。もう一つ，なぜ弁護士に相談しなかったのかというのを聞いた

ところ，弁護士の問題と思わなかったというのがトップでございまして，その次に，料金が

分かりにくいから相談しにくいとか，知り合いがいないとか，ツテがないとか，そういうア

クセス上の問題があるという回答がございました。 

そこで，日弁連としては，中小企業が法的サービスの提供を受ける機会が十分ではないと

いうのを何とか改善して，中小企業に対する法的な側面からの支援を確立しようということ

で，日弁連中小企業法律支援センターが設立されたというところでございます。 

その活動概要に関しましては７９ページ以下で紹介させていただいておりますが，幾つか

主要なものを申し上げますと，一つ目は，ひまわりほっとダイヤルでございます。２０１０

年４月から全国統一電話番号，これ語呂合わせで「おおいちゅうしょう」というナンバーな

のですが，ここに電話をすると地元の弁護士会の受付窓口につながって，相談対応をしてく

れる弁護士を紹介してもらえるということでございます。原則的に初回３０分間は無料で面

談相談を実施するということで，今まで年間５，０００件程度の相談が実施されているとい

うことでございます。実績の詳細については８７ページ以下を御覧いただければと思います
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が，その結果，受任あるいは継続相談ということで一応仕事としてつながったのは２０％程

度ということでございます。 

二つ目，中小企業関連団体との意見交換会，我々は通称「キャラバン」と呼んでおります

が，各地の弁護士会主催で商工会議所，商工会，中央会，自治体の関連部門等と意見交換会

を行って忌憚のない御意見を頂いております。年間２，３地域で開催しておりまして，これ

まで１５か所で実施しております。 

三つ目として，中小企業の再生支援事業ということで，これは東日本大震災の被災中小企

業，あるいは金融円滑化法終了に伴う中小企業の再生支援について，中小企業庁，金融庁，

最高裁，あるいは各士業団体等とシンポジウムを開催するなど，意見交換を実施しておりま

す。また，近いところでは，中小企業の再生支援のために裁判所の特定調停手続を利用する

ということで，税務上のメリットも得られて，金融機関等との間の協議も促進して，事業再

生につなげていこうという取組も進めているところでございます。 

四つ目は海外展開支援ということで，中小企業の海外展開に対する弁護士の支援というこ

とで，日弁連内の他の委員会，概ね海外支援業務を担当している委員会と協働しまして，ワ

ーキンググループを設置して，そのグループにおいて扱っている事業でございまして，中小

企業海外展開支援弁護士紹介制度，人材育成のための専門家の教育と研修，中小企業支援団

体等との連携，あるいは海外で日本の中小企業支援に行っている弁護士との連携というもの

を実施させていただいているところでございます。 

五つ目は創業支援ということで，創業期にある中小企業に対して法的支援を行うために，

創業支援団体と連携して現在セミナー等を開催しております。 

六つ目は事業承継についてです。これは，中小企業庁や中小企業支援団体との間で事業承

継制度について意見交換を実施し，あるいは中小企業庁における検討会に委員を推薦し，政

策の立案あるいは推進に協力をさせていただいているところでございます。 

七つ目として中小企業関連団体との連携ということで，一番大きなところでは，先ほど申

し上げました中小企業庁と連携して，中小企業の法的な課題に関して共同コミュニケを発表

させていただき，あるいは，中小企業基盤整備機構や日本政策投資銀行と連携してセミナー

等も実施させていただいているところでございます。 

以上のような活動をさせていただいているのですが，課題として何点か挙げさせていただ

いております。一つ目は広報についてです。弁護士が中小企業支援の担い手であるというこ

とはまだまだ周知されていません。よく言われるのは，弁護士さんは怖いと，今でも社長さ

んに言われます。そういうハードルが高いというか，そういうところを何とかしなければい

けないということで，いろいろな広報をやっているのですが，まだまだなかなか浸透してい

ないというところでございます。 

二つ目は，ニーズと対応策の明確化という点です。社会情勢等にもよりますが，中小企業

といっても小規模企業から大企業に近いものまでいろいろ様々あって，かなりニーズにバリ

エーションがあるというところで，そこがまだなかなか掴みきれていないところがございま

す。逆に言うと，中小企業からは，弁護士さんに何をしてもらえて，どういうふうに役に立

つのかがよく見えないところがあって，この辺も今後の課題であると考えているところでご

ざいます。 

三つ目が中小企業支援モデルの確立という点です。これは１番と２番の前提というか，こ
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れらの分析等がなかなかできていないこともあり，弁護士も中小企業とどういうふうに接し，

どういうふうな活動ができるかの支援モデルが確立されておらず，中小企業の方からも，弁

護士さんをどのように活用しどのように付き合えばいいのかがわからないというところがあ

ると思います。特に弁護士のイメージというのは，裁判所や法廷のイメージがどうも強いみ

たいでして，中小企業としてはあんなところには関係ないというイメージをどうしても持た

れているということで，逆に言うと，弁護士側からもそういうところを主な活動としていた

ため，どうやって中小企業と接していいのかが，モデルとして確立できていない。あるいは

報酬体系も明確化できないところがあって，なかなか悩ましいところであると考えておりま

す。 

いずれにしましても，日弁連中小企業法律支援センターでは，これらの課題解決のために，

まだまだ試行錯誤しているという段階でございます。私からは以上です。 

○伊東弁護士 ありがとうございました。若干駆け足で御報告をさせていただきましたけれど

も，これまでの御報告について御意見をお伺いしたいと思います。いかがでしょうか。 

○井上弁護士 井上でございます。総括的に色々な活動についてまとめていただいて，有り難

いと思っております。特に，ひまわりキャリアサポートセンターが設置したホームページ

等々を拝見しますと，非常にお客様目線で，たくさん情報が出ておりまして，大分変わった

なという印象を受けております。 

資料３の工程表を改めて見ましたところ，上の方は大体，資料４，５や資料７など成果物

の御報告があるのですが，真ん中辺りのモデルカリキュラム策定事業については，成果物ら

しきものがちょっとまだ少ないなということを感じております。資料１０が恐らく上から２

番目の弁護士会の企業内弁護士研修の内容の検討ということで成果物が出ていると思うので

すが，法科大学院との関係で，カリキュラム等々の実施を検証して，どういう議論をしてア

ウトプットを出すかというところがちょっとまだかなという気がしておりまして，この点に

ついて，最終取りまとめに向けてどんなふうにもっていったらいいのかということを皆さん

で御相談させていただきたいと思い，御提案を申し上げる次第でございます。 

○伊東弁護士 ありがとうございます。矢部さん，お願いします。 

○矢部弁護士 今の井上委員の御指摘は誠にごもっともかと思います。先ほどちょっと述べま

したが，いわゆる各法科大学院の授業として今進行中というところでありまして，これを取

りあえずは傍聴させていただいたりしながら，最終取りまとめまでに各法科大学院の状況に

ついては情報提供させていただきたいと思っております。 

一方で，例えば慶應義塾大学のように，もう既に法科大学院生向けの科目を開講して２年

目の法科大学院では，改めて分析をして何某かのものをまとめるということも一つの作業と

してはあり得ると思っております。 

あと，先ほど御指摘がありましたように，弁護士会の成果物としては，幾つかのプログラ

ムがございまして，資料１１の英語プログラムは非常に当たっているということがあります。

これらに関しては非常に注目が集まっているということがあるようです。ただ，同様の話で

は，例えば慶應義塾大学とか中央大学，神戸大学，他の学校でも，プログラムに関して，例

えばコアになるようなものとしてどういったものが求められるのか，あるいはこういったも

のが実際学生に人気があるなどをまとめる必要があります。しかし，分科会の最終取りまと

めまでにまとめきれるかといいますと，時間が足りないのではないかと危惧しているところ
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はございます。 

○岡野座長 岡野です。今日の議論を伺っていて，以前から取りまとめに向けてどうするのか

なと思って，頭の中でいろいろ考えていたことがあります。それは何かというと，この組織

自体が，試しにいろいろなことを行ってみるという組織であるということも言われているの

ですが，これが本当に将来的に成果に結び付くものなのか，試行自体が目的になっているの

ではないかというところがすごく引っかかっていました。この試行方策を将来的な成果に結

び付けていくために，何か知恵がないかなと思っています。今日お話を伺っていて，例えば，

木内先生のところでいろいろ企業内弁護士がここ１０年で急増しているという統計が出さ

れています。特にこの３，４年で増加している中で，その方々がどの段階で企業内弁護士に

なろうと思ったのかとか，もしくは，その方はロースクールのときに企業内法務のカリキュ

ラムが必要だと本当に思っているのかとか，本当にマッチングが問題だと思っているのかと

かという，実態調査をどこかでできないといけないと思います。試行方策をやっている方は

いいけれど，やりました，はい，そうですかで終わってしまう可能性はないのかどうかとい

うことを，今日の話を聞いてすごく思いました。やっていることは素晴らしいし，無駄だと

は全く思っていないんですけれども，これを更に良くしていくためには，企業の中に入って

いく方がどういう経緯を経て企業に行ったのかとか，組織内に入っていったのかという，実

態の調査があれば，分析がしやすくなると思います。その辺を今後の展開で何か使えないか

なと一瞬思ったものですから，思い付きのようなことで申し訳ありません。もし何かコメン

トいただければ大変有り難いなと思うのですが。やってはいけないという意味ではないです

ので誤解なきように。やっていることを更に意味あるものにしていくためにということで申

し上げています。 

○伊東弁護士 今までの日本組織内弁護士協会での取組等の御紹介があれば，木内さん，お願

いできますでしょうか。 

○木内弁護士 日本組織内弁護士協会理事の木内です。日本組織内弁護士協会は，定期的に会

員のアンケート調査を行っております。例えば，経験年数であるとか給与とか，あと仕事内

容だとか，そういった組織内弁護士の実態について定期的に調査を行っています。組織内弁

護士がどういうふうな方向に向かっていくかということで，フィールドワークとか，研究は

まだ行っておりませんが，今後，この分科会の取組を踏まえて，組織内弁護士協会のアンケ

ート調査をどういう形で使えるかということを検討したいと思います。 

同時に，私は先ほど申し上げたのですけれど，経営法友会でも詳細な実態調査がされてお

ります。そういうふうに日本組織内弁護士協会だけではなく，様々な機関が組織内弁護士，

企業内弁護士の実態調査を行っておりますので，そういった実態調査を包括的に踏まえて分

析した上で，今後どういう法曹教育であるとか，マッチングであるとか，そういう辺りを検

討するのはとても有益だと考えております。以上です。 

○伊東弁護士 片山さん，お願いします。 

○片山教授 法科大学院側でもある程度の調査は実施しておりますので，御報告させていただ

きます。一つは，ようやくまとまりましたが，法科大学院協会で，１０月に「法科大学院修

了生の活躍状況と課題」という小冊子をまとめております。その中には特色ある活躍をして

いる修了生２５０名のアンケート調査がございまして，法曹資格を持って活躍している方が

６３名，司法試験に合格したけれども，法曹資格は取らないで活躍している方が２９名，司
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法試験に合格せず，あるいは受験せずに企業等で活躍している方が５４名ということでござ

いまして，多くは企業で活躍している人たちということになります。また，私ども慶應義塾

大学では，「インハウスで活躍する」ということで，法曹資格を持っている人たちを中心と

して，企業や官庁で活躍している人たちはどういう経緯で組織内弁護士になったかという，

多少ストーリー性を持たせる形で，１０回連続でホームページに掲載しておりますので，そ

ういったものも成果という形で御活用いただきたいと思っている次第です。 

○伊東弁護士 そういった成果をどのようにつなげてどのように反映させていくかというこ

とが，今後課題になってくるということなのでしょうか。いろいろ成果はあるようですけれ

ども，それをどう発展させて，どう効果に結び付けていくかというコントロールタワーみた

いなところが必要かなと思います。そういう議論になっていくのかとは思いますが。 

  はい，矢部さん，お願いします。 

○矢部弁護士 一つ質問とコメントなのですが，今の片山先生から御報告いただいた法科大学

院修了生の調査結果については，これは今後も継続してやっていかれる御計画と理解してよ

ろしいのでしょうか。 

○片山教授 法科大学院協会としては，第一段階での調査を終えたという認識でおりまして，

これを継続するかどうかは今後の課題ということで，現段階で特に具体的な計画があるわけ

ではありません。 

○矢部弁護士 今の岡野座長が御指摘のとおりで，要は法科大学院だけで話していても将来は

見えないということがあります。実を言いますと，先ほど御報告しました意見交換会のとき

には，日弁連の弁護士業務改革委員会の企業内弁護士小委員会の座長の弁護士の方にも御同

席を頂いて，御意見を頂いているところがございます。やはり，こういう形で意見交換会は，

今後定期的にやっていった方がいいのではないかなという御判断を頂いておりますので，そ

の成果を先ほど言ったようなコントロールタワーに落とすというような仕組み作りという

ものを考えなければいけないのだろうと思います。 

○岡野座長 議論は継続すればいいと思うのですが，実はマーケットがどうなっているかとい

うのは全く情報がないので，まずマーケットの動きを見ていきたいと。それに基づいていろ

いろなことを考えるべきかどうかということを最初に申し上げただけですので，そこだけは

誤解なきよう。今いろんなところにいる人がいつそういう決断をされたのかとか，何か動機

付けがあったのかとか，そういうある程度基本情報みたいなものが必要なのではないかとい

う，単純にそれだけの話ですので。 

○伊東弁護士 先ほど言いましたように，法科大学院の意見交換会の件ですけれども，今議論

の中身について反訳していて，チェックをしている段階ですので，次回の分科会までには公

開をする予定になっております。次回は資料提供できると思いますので，そちらも御参考に

していただければと思います。和田さん，どうぞ。 

○和田主幹 質問を１点と感想というか全体についてのコメントをさせていただきたいと思

います。まず質問といいますか，実態がどうなっているのか教えていただきたいのですけれ

ど，東京三会の就職合同説明会に実際に参加した企業の方から感想を伺ったのですが，事前

にその会社に関心のある参加者，参加を申し込んだときにもともとその会社に関心のある修

習生の人数によって，ブースの大きさが変わっているということを聞きました。私もそれま

で知らなかったのですが，ニーズ調査をしており，やっぱりすごく人気のある会社と全く人
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の集まらない会社とがあり，自分のところは出していてもあまり修習生が来ないと，非常に

手応えがなくて辛いというようなお話もあったのですけれども，その修習生のニーズ調査は

どの段階でされているのかと，ちょっと関心があります。そもそも参加する企業がちゃんと

リストアップされていて，どこの会社の話を聞きたいですかというふうな具体的な聞き方を

されているのか。もし具体的な会社名ではなくて，業界ベースなのでしたら，例えば同じ業

界の会社が複数ある場合，どういうふうにそれぞれのブースの大きさを決めているのか，修

習生のニーズ調査を踏まえてやっておられるのかというところ，事実関係を教えていただけ

ればと思います。 

○伊東弁護士 恐らく細かいところは分からないと思うのですが，調べてみたいと思います。

恐らく参加申込段階でアンケートに答えるというスタイルなのではないかと思うのですが，

ちょっとその実施の仕方について，調べて御回答させていただきます。 

○和田主幹 ありがとうございます。質問の趣旨は，きめ細やかにニーズが予め分かっている

と，そこにブースを出そうという企業にもう少し，志望されている学生が多いですよとか，

だから出展しませんかという，逆にマーケティングに活用できるのではないかと思ったもの

ですから，質問させていただきました。 

また，全体を通してのコメントなのですが，様々なセミナーや説明会等を開催しておられ

て，その際のアンケート結果を拝見していると，先ほどの成果がどうかというお話で，実際

に成果は出てきているとは思うのですが，何がどの成果につながっているかということを分

析する必要があるというのは座長の御指摘のとおりだと思います。恐らくこれまでは，企業

で働くということはどういうことかという一般的なことをまず知らせて教育するということ

が第一命題としてありましたが，皆様の御努力で，かなり企業で働く法曹の方が増えてきた

おかげで，企業で働くイメージというものができてきたし，企業の側も，法曹の方に役立っ

ていただくというイメージも出てきたので，だんだんマーケット自体が大きくなっているの

だと思います。その中でアンケートを見ると，皆さんの質問とかコメントが，非常に具体的

で，ニーズが細分化してきているなというふうに思いました。例えば，企業で働くことがど

ういうことかというセミナーについて，新卒向けと中途向けで分けてほしかったとか，アン

ケート結果のコメントも非常に具体的で細分化されてきています。企業で働く法曹という大

枠，更に言うと，それはやっぱり畑を耕すということでまずそれは続けなければいけないと

思うのですけれど，更に具体的な細分化した取組がこれからはより具体的な成果につなげる

ためには必要になってきているのかということを，アンケートを見て思いました。業界につ

いても，金融系なのか，製造系なのか，サービス系なのか，あるいは国際的な業務が中心の

会社なのか，あるいは国内的な業務が中心の会社なのか，それによって，おそらくやること

やそこで必要とされる専門性は違ってくると思いますので，そこが最初からある程度イメー

ジできた方が，学生にしろ，修習が終わってこれから法曹有資格者になろうという段階であ

っても，自分の資質を高めやすいと思いますので，これからは，そこをより具体的に，より

細分化されたニーズに合わせた取組という方面にも少し力を入れていただければと思ってお

ります。以上です。 

○伊東弁護士 ありがとうございます。確かに企業内弁護士としての働き方が企業ごと，ある

いは業種ごとというふうにかなり異なっているという指摘もありますので，それに対応した

ような形での情報提供なりが必要だと思いますので，今後取り組んでいきたいと思います。
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試行方策に関しては，以上とさせていただきます。 

続きまして，これまでの報告，あるいは有識者懇談会の概要等を踏まえて，残りの時間で，

当分科会の論点整理に向けた意見交換をさせていただきたいと存じます。本日お手元に議論

の参考にしていただくため，法務省作成の論点整理案の机上配付資料１を配付しております。 

まず「企業の分野における法曹有資格者の活動領域拡大の現状を踏まえ，分科会等におけ

る各取組とその実績をどのように評価すべきか」というところが，論点として出されており

ますが，そちらについて鈴木参事官から御説明をお願いします。よろしくお願いします。 

○鈴木参事官 それでは，机上配付資料１の１ページを御覧ください。この資料は，これまで

の各分科会における議論などを踏まえまして，取りまとめに向けまして，各委員の皆様に意

見交換いただきたいテーマについて，事務局において整理をしたものです。 

全体で大きく三つのテーマに分かれておりまして，１番目が１ページ以下の活動領域の現

状，分科会等における取組及びその実績をどのように評価すべきかというものです。２番目

が４ページ以下の活動領域拡大の取組についての課題，３番目が７／８ページの「今後の展

望」となっております。それぞれの論点につきまして，上部にある枠囲いの部分が意見交換

に関するテーマでして，枠囲みの下の部分は，意見交換の参考として，これまで分科会等に

おける取組等の概要を記載したものです。なお，第３の論点である今後の展望につきまして

は，第１の現状，取組，第２の課題を踏まえ，今後の活動領域の見通し等についての意見交

換を予定しているものです。 

それでは，机上配付資料１の１ページの企業の分野における法曹有資格者の活動領域拡大

の現状と分科会等における取組及びその実績をどのように評価すべきかという論点について，

概要を御説明します。 

まず，１の現状といたしましては，企業内弁護士の数について，平成１７年５月には６８

社１２３人に過ぎなかったものが，約１０年後の平成２６年６月におきましては１，１７９

人にまで増加し，対象企業も外資系金融機関から国内企業に広がり，地域的にも東京に限ら

ず，その他の地域にも広がりつつあるといった法曹に対する一定のニーズが確立されつつあ

るといった点を指摘しています。 

これらの現状を踏まえまして，ニーズの把握と対応策の検討に関する取組ですが，アンケ

ートやヒアリング結果等を通じて明らかとなりました多種多様な弁護士に対する企業側のニ

ーズに対応するために，ひまわり求人求職ナビの運用改善，企業内弁護士に関するホームペ

ージの改訂作業，弁護士の採用に関する各種情報提供会の開催，さらには女性起業家向けセ

ミナーといった取組を紹介しているところです。 

続きまして，ニーズに見合う給源の確保・養成に関する取組につきましては，法曹養成課

程のカリキュラムとして，慶応義塾大学法科大学院の協力を得て行われた企業内法務を扱う

講座についての実証結果の検証が行われ，さらに，中央大学，神戸大学等の各法科大学院に

おきましても，平成２６年秋学期から同様の講座開設が行われております。 

さらに，弁護士登録後の継続教育につきましても，慶應義塾大学と中央大学の法科大学院

において科目開放を行っているほか，日弁連におきましても本年５月より企業内弁護士向け

研修を実施し，さらに女性企業内弁護士支援のためのキャリアアップセミナーを開始するな

どしております。 

さらに，司法修習の期間中に例えば選択型修習の一環として企業内法務の実務を学ぶこと
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を目的としたプログラムを設けることについても，検討が進められております。 

次に，ニーズと人材の効果的な引き合わせに関する取組でございますが，先に述べました

とおり，企業側のニーズを踏まえ，ひまわり求人求職ナビの改善に関する取組ですとか，司

法試験合格者を対象とした各種の説明会，セミナー，ガイダンスのほか，第一東京弁護士会

による「企業内弁護士雇用の手引き」の作成，配布といった取組がされており，これらの取

組による実績として，先に述べた各種取組の広がりが指摘されているところです。 

このような点を踏まえまして，これらの分野における活動領域拡大の現状，各取組及び実

績について，どのように評価すべきかという点が本論点におきまして意見交換いただきたい

テーマです。以上です。 

○伊東弁護士 ありがとうございました。今御説明いただいた論点に関して議論いただきたい

と思いますが，いかがでしょうか。 

○片山教授 慶應義塾大学の片山です。取組に対する実績をどう評価していくのかという点に

関しましては，一つは，日弁連等での様々なセミナー等が開催されているということなので

すが，今，司法試験合格者の方は，そろそろ修習が始まって就職活動が本格化しているとい

う状況ですので，どこかの段階で，司法修習生を対象として，このような取組を知っていた

かとか，あるいは参加したかとか，そしてその結果，企業への採用が決まったとか，あるい

はこのセミナー等に出たけれども，あまり役に立たなかったとかというようなアンケート調

査を実施して，我々の取組が彼らの動向にどう影響を及ぼしたかという調査をする機会を設

けることができないかと思いましたので，発言させていただきました。 

○伊東弁護士 ありがとうございます。確かに，まだ効果測定のような形での立証研究や調査

はあまりされていません。出口で数のところだけ把握できても，そこのつながりがどうなっ

ているかというところがまだ把握できていません。先ほどちょっと関連するようなところを

議論したかとは思いますけれども。 

○片山教授 よろしいですか。法科大学院側としましては，若干御紹介いたしましたけれども，

法科大学院協会として様々な取組を今までしてまいりました。御案内のとおり，法科大学院

協会の中に，修了生職域委員会というものがございまして，これは２００８年に立ち上がっ

たものですけれども，様々な企業法務シンポジウムを何回も開催しておりますし，情報提供

という意味ではジュリナビを開設したり，経営法友会等の経済団体とも様々な協議をしてい

るという実績がございます。この分科会の取組との接合についても検討していただければと

存じます。 

○伊東弁護士 ありがとうございました。先ほどの調査のところですが，法科大学院で今まで，

いろんな取組をされてその効果がどうかという部分に関する調査をやられたところはあり

ますか。 

○片山教授 協会としては，全体としての取組はないですけれども，例えば慶應義塾大学の場

合ですと，昨年の秋から企業内ワークショッププログラムが立ち上がりましたが，受講生に

対するアンケートはとっています。そういった意味での調査はそれなりに行っていますが，

その方々がその後企業でどのように働いているかというところまではまだ対応しきれてい

ません。 

○岡野座長 そういう意味では，１年しか経っていないので，その結果を評価しようとしても

多少無理があるように思います。領域拡大という視点から見れば，「拡大した」ということ
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なのかもしれません。しかし，ではその次の評価基準は何なのかというと，最終的には企業

等で働く人が増えた数という実数を評価にするのであれば，それはまだ早いのかもしれませ

ん。片山先生の御発言があったように，セミナーに参加された方々の追跡調査も一つの手段

とは思いますが，評価基準をいろいろな角度から考えるということは必要があるかもしれな

いとは思います。 

受講した人に良かったかと聞くのはいいのですが，受講した人は良かったという回答が増

えるのは当たり前なので，受講しなかった人はどうなのかということを本当は聞かなければ

いけないわけで，なかなか評価は難しい。皆さんは私などよりも御経験がたくさんあるので，

評価基準を少し明確にした上で，こうこうこういう評価基準でこの１年の取組を整理した方

がいいのではないかという気はしております。 

○伊東弁護士 ありがとうございます。今のところに関連してなのですが，資料６，３７ペー

ジを御覧ください。企業就職活動ガイダンスに関するアンケート集計の中で，ガイダンスに

参加した理由・動機についてということで，「インハウスも視野に入れた就職活動をしてい

る」，「インハウスローヤーを考えている」，「企業内弁護士を選択肢の一つとして考えている」

というようなインハウスローヤーを目指しているという回答がかなりの数に上っていると

いうことがありまして，これは恐らくいろいろなセミナーであるとか，あるいは法科大学院

での授業であるとか，そういったところで取り組んでいる成果が一部現れているのではない

かというふうにも受け取れます。この辺りを丹念に追っていく必要があると思いますので，

一応御紹介させていただきます。 

○岡野座長 例えば，こういうことを本当に評価するのであれば，６８期司法修習予定者の１

８０名弱が受講したことが多いのか少ないのかということについて評価しなければいけな

いと思うんですよね。これは，企業就職活動ガイダンスで，少なからず企業内弁護士に関心

のある人が来ているのは当たり前なので，それで関心があるということを評価していいので

しょうか。この分科会は試行をいろいろしてみましょうと，そのための具体案を日弁連さん

や法科大学院とか，諸団体の御協力を得ながらやってみましょうというところもあるので，

やってみましょうといったことをこの１年だけの経験であまり評価，評価と言わないほうが

実はいいのではないかと個人的には思っています。ただ，評価すべきというのであれば，何

らかの評価基準は必要なのではないでしょうか。 

○伊東弁護士 井上さん，お願いします。 

○井上弁護士 おっしゃるとおりで，本当にまだ新しく立ち上げて半年も経っていないという

状況ですので，評価するとすれば，最初にやろうと思っていたことがやれているかどうかと

いうことで評価するのがよろしいのではないかと思っています。その効果として，インハウ

スが増えたかどうかは，数だけであればもしかすると去年と今年の比較で出るかもしれませ

んけれども，全体の活動がつながっているかどうかというのは難しく，アクションできたか

どうかということでまとめる方向でよろしいのではないかと思いますが，いかがでしょうか。 

○伊東弁護士 木内さん，お願いします。 

○木内弁護士 木内です。皆さんおっしゃるとおりで，例えば法科大学院卒業生の企業への志

望者が増えたらどうかという話で，果たしてどのくらいまで因果関係があるのかというと，

ぶっちゃけた話わからないんですよ。だから，ここまでどうかというのは，まあいろいろな

ところはこれでいいのかどうかということは，それが後になってどの程度影響力を持たすか
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という，そういう問題ではなくて，いろいろなところから振り返って，うまくいっているで

しょうかというような意味からすれば，私は順調ではないかと考えています。ただ，後で御

指摘のある法科大学院で，その課題をどうクリアしていくかは，正に今後の課題で，今のと

ころは比較的順調にいっていると思っていて，普通に企業で今後どうしましょうかというよ

うな話ではないかと思います。以上です。 

○伊東弁護士 和田さん，お願いします。 

○和田主幹 ちょうど評価の話が出ましたのでコメントしたいと思います。法曹有資格者の活

動領域の拡大のための取組というのは，この１，２年の話ではなくて，伊東さんも覚えてい

らっしゃると思いますが，私が関わり始めてからでも６，７年経っています。その当時最初

に議論したときには，まず法科大学院自体も就職支援に取り組んでいない状態でした。先ほ

ど，学生さんのアンケート，どうなのですかとおっしゃいましたけれども，そもそもロース

クールは，自分たちの修了生の連絡先ですらデータ収集できておらず，その後学生が合格し

たのか，不合格だったのか，不合格だったけれどもどういうところに就職したのかというフ

ォローアップすら十分にできていない状態が６，７年前だったのですけれど，そこからする

と，多分各大学でいろいろな取組をしているのではないかと思います。 

そういうこともあるからこそ，着実に実績として企業で働く弁護士の方が増えているので

しょう。もちろん直近の取組もさることながら，平成１７年の数字を引いておられますけれ

ども，そのとき，あるいはその後，活動領域を拡大しなければいけないという議論が盛り上

がった当初に指摘されていた課題がどれだけ改善してきたのかということも一応レビューの

中には入れた方がいいのではないかと思います。多分いろいろなことが有機的に結び付いた

からこそ広がってきたのだと思うのですが，１年前のことではなくて，出発点としてこの議

論を始めた頃から遡って確認する必要があるかなと思います。そのときに指摘されていたに

も関わらず，やられていないことがもしあるのであれば，逆にそれは本当にそのままでよか

ったのか，もう一度見直し，取り組む項目としてもう一度検討すべきであると思います。 

○岡野座長 机上配付資料２は，それまでのいろいろな取組をレビューした上でまとめたもの

ですね。そうするとそこまでの議論で何があって，今回の分科会で何があったのかという，

和田さんの今の御指摘をうまくこの取りまとめと噛ませて整理していくことは可能だと理

解してよろしいでしょうか。それであればそうした方がいいですね。 

○和田主幹 前回の分科会で，平成２５年の取りまとめを参照しながら見る必要がありますね

ということを申し上げましたが，そういう形でつながっていないといけないと思います。 

○伊東弁護士 その辺りを意識した整理をすべきとの御指摘を頂きました。 

次へ進んでよろしいでしょうか。「企業における法曹有資格者の活動領域拡大の取組につい

ては，どのような点に課題があるか」という点について御議論いただきます。まずは，鈴木

参事官から御説明をお願いいたします。 

○鈴木参事官 それでは，２番目の論点であります活動領域拡大の取組の課題について御説明

いたします。机上配付資料１の４／８ページを御覧ください。 

なお，この点の意見交換につきましては，平成２５年１月２８日に指摘されました「企業

における法曹有資格者の活動領域拡大に関する意見交換会」の内容が参考になるかと思われ

ます。 

まず，ニーズの把握等に関する課題でございますが，先に紹介させていただきましたひま
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わり求人求職ナビの運用は，近年横ばいの傾向が見られることから，今後，新たなチャネル

や媒体等の利用を含めて，また，常勤，非常勤，出向といった必要な形でニーズを拡大深化

していくことが課題として指摘されております。また，企業のニーズに関する必要な情報を

入手するために，日弁連の広報手段の改善ということも課題として挙げられています。 

なお，企業に関しましては，顧問，社外取締役，社外監査役といった活用もあり得るとこ

ろです。特に，小規模な企業での活動はこの点活発とはいえず，例えば弁護士へのアクセス

手段の拡充等も課題といえます。 

先ほど，吉岡次長から御紹介があったところですが，中小企業における活動領域の課題に

関しましては，日弁連におきまして，中小企業の経営者を対象としたひまわりほっとダイヤ

ルの運営や各単位弁護士会による商工団体等との意見交換会，中小企業庁等との連携，さら

には海外展開分科会において進められております中小企業海外展開支援弁護士紹介制度のパ

イロット事業といった取組が挙げられるところです。 

次に，人材の供給に関しましては，企業側のニーズに対応するための人材を確保・養成す

るためのプログラムの検討や発信をしていくために，先に述べました法科大学院における企

業内法務の講座の実施状況の検証やその水平展開といった点も課題として指摘されておりま

す。 

さらに，ニーズと人材の効果的な引き合わせにつきましては，先ほど委員から御指摘され

ているところですが，企業と有資格者の両者に対するきめ細やかな情報提供の在り方が課題

であると思います。そのために，例えば，採用した企業同士の情報提供，情報交換ですとか，

企業内弁護士のモデルを調査し情報提供を行ったり，任期付き採用スキームを設計し，実現

に向けた検討を行うことが課題であろうかと思われます。 

以上の点を踏まえ，各取組における課題とこれらに対する対応策につきまして，どのよう

に考えるべきかという点が，この論点について御議論いただきたいテーマです。 

○伊東弁護士 今まで分科会で議論されてきたことと，今のような御指摘について，この点課

題というところについて，いかがでしょうか。木内さん，お願いします。 

○木内弁護士 二つの観点から意見を述べさせていただきたいと思います。一つは，企業内弁

護士のキャリアという観点です。先ほど和田さんからも出たのですけれど，私も和田さんと

類似の感想を持っておりまして，企業内弁護士というのは二つのパラダイムがあると思って

おります。その代表的なものとしては，一つはラインとスタッフという観点からの切り分け

があります。ラインというのは会社を動かしていく上での指揮命令系統，会社を現実に動か

していく上での系統ですね。管理職などに繋がっていくといった系統が一つある。それから

スタッフというのは，ライン系統から離れたところで専門的な知見を活かしてリーガルサー

ビスを提供する，この二つの系統があると思います。 

もう一つの観点は，ジュニアとシニアという観点です。シニアの関連からすれば，ジェネ

ラルカウンセルや法務部長，執行役員というところが考えられると思います。それからライ

ンとスタッフという職務の観点。こういったものを縦軸，横軸として，様々なマトリクスが

考えられるので，そういった観点から企業のニーズ，また弁護士側の教育といった問題があ

ります。企業としては，普通に正社員が欲しいという企業もあれば，ジェネラルカウンセル

とか執行役員とか戦略法務ができるような人が欲しいというレベルがいろいろあります。ラ

インとしてもスタッフとしても，そういう要求があるわけです。そういったラインとスタッ
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フ，また従来と違って，そういうマトリクスの観点から，企業，それから後どういう教育の

程度，そういうところから分かれてきて，それぞれ細分化されたマトリクスにおいて，マッ

チングやリカレント教育について考えることができるのではないかと思ったのが一つです。 

もう一つは，国際化という観点です。先ほど，中小企業の海外展開支援業務という話が出

たのですが，およそ海外展開支援業務というのは，中小企業に限ったことではなく，大企業

でも同じことです。そういった海外展開というのは，必ずしも法曹資格を持っているだけで

はなく，それ相応のノウハウとか知識がないとなかなか対応できません。中小企業の海外展

開のセミナーを開催したところで，それが現実に解決に結び付くかというと，私の理解では

とても恐ろしくて任せることはできません。海外は，そもそも訴訟においては懲罰的損害賠

償，陪審制度やディスカバリー等様々な独自の制度があり，そういったものというのは，日

本のローヤーが身に付けられるものではなくて，それ以外でも海外展開の専門的な戦略があ

ると思いますので，どういった形で現地法人に打診し，どういった形で専門家を使っていく

か，そういったノウハウがあって初めて備わるもので，なかなか弁護士がセミナーで身に付

けられるような一朝一夕のものではなく，逆に，そういう中で海外展開を図ると，今度は弁

護士に対するレピュテーションが下がるというリスクもあると思います。 

ですから，そういったところで，もし中小企業の海外展開支援を図るのであれば，中小企

業だけではなく，むしろ海外に進出する大企業も含めて対策を立てた上で，企業において，

必要に応じて企業内弁護士を活用しなければ難しい部分があると思います。そういう面で，

先ほどの資料２の論点整理についていえば，海外展開の事業戦略を立てている企業に，企業

内弁護士として入る余地があれば，そこで企業内弁護士として働くことにも大いに意味があ

るのではないかと思います。 

そういうふうに，弁護士のキャリア，事業の海外展開といった二つの観点から，弁護士を

採用し，教育し，法の支配を隅々まで広げていくことができるのではないでしょうか。 

次の論点として，今後の展望については，どのように考えているかというのがありますの

で，それに対してどういう対策をするのか。次のところで述べたいと思います。 

○伊東弁護士 続きは次ということで。片山さん，お願いします。 

○片山教授 今の木内委員の御発言等には全く大賛成です。法科大学院としても，やはり企業

における潜在的ニーズをむしろ積極的に開拓していく必要があると思っております。特に，

渉外的な分野で活躍できるローヤーを視野に入れて，法科大学院の時代からある程度，英語

を用いた教育していくことが重要だと思います。 

その点と関連するのですが，この分科会は企業分科会で，他方，海外展開分科会があって，

恐らくそこの点ではかなり重複する部分がありますので，双方の分科会での役割分担という

ことが重要ではないかと思います。 

○伊東弁護士 海外展開の分科会との関わりという点では何かありますか。 

○中西参事官 海外展開分科会については，御指摘のとおり，企業分科会とかなり共通する面

がありますが，大きく言って，人材養成の分野については企業分科会とほぼ同様の議論をし

ています。海外展開の方で大きな課題は，どのようにして海外への実際の足がかりを作って

いくのか，海外でどのようなニーズがあるのか，他方で国内の中小企業のアジアを中心とし

た海外展開に関するニーズに対してどのように法律家が応えていくのかということになり

ます。日弁連では国内での支援を中心に御検討いただいていますが，固有の課題はかなり違
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いますので，分科会を分けて運営していると思います。 

○鈴木参事官 今，木内先生と片山先生から頂いた御指摘は重要な点であると考えております。

海外展開分科会でも同様の問題意識がありますので，御指摘を踏まえて今後の意見交換です

とか，取りまとめに当たっても整理していきたいと考えています。 

○片山教授 海外展開というのは，外に出て行くということをもっぱらの検討課題としている

ように思いますが，恐らく日本の企業の中で渉外マターというのは多くあるわけで，それに

対応する人材養成ということは，恐らく海外展開の方であまり視野に入っていないように思

います。少なくとも企業分科会の方で検討する必要があるのではないでしょうか。 

○岡野座長 こういうのはここで議論してはいけないとか，ここで議論するべきとか，あまり

仕分けしなくてもいいのではないかと思います。自由に議論していただいて，結果をどうい

うふうにまとめるかは，皆さんと相談しながら決めていくということで，ある程度自由にや

らせていただいてもいいのではないでしょうか。 

○鈴木参事官 座長御指摘のとおり，自由に御意見を頂ければと思います。 

○片山教授 それでいいのだと思うのですが，具体的なプロジェクトを進めるときに重複して

は非効率的ですので，できる限り共有化できる部分は共有化してはどうかと考えております。 

○伊東弁護士 和田さん，どうぞ。 

○和田主幹 幾つか発言したいことがあります。まず，国際的な観点について，申し上げさせ

てください。今日本企業が海外に進出する際の支援の話はありましたが，海外企業が日本に

進出してくる際に，日本の法制ですとか，産業について，十分サポートしてあげる水先案内

人的なサポートというのは，法曹は正にふさわしい役割なのではないかと思っております。

それについてもう既にやっておられると思うのですが，インターフェースとしては同じかと

思いますので，役割としては両方見る必要があるかと思います。 

それに関連して，別の論点について意見を述べたいと思いますが，スペシャリスト的なリ

ーガルサービスを提供する人というのは，必ずしも一つの組織に属する必要はないのではな

いかと思っています。企業が海外に進出したいと思っているときも，数年はそうかもしれな

いですが，進出した後はまた別のビジネス展開を考えるという場合もあると思いますので，

反対に言えば，スペシャリスト的な能力を持った法曹の方が，ある企業で一時的にプロジェ

クトのために３年間なり５年間なり働くかもしれないけれども，その後はまた別の企業でス

ペシャリストとして能力を発揮するということを考えたときに，形式として，机上配付資料

１の４／８ページに，実情に応じて必要な形ということで，常勤，非常勤，直接雇用，出向

と書いていただいていますが，正に具体的なニーズに合わせてどのスタイルがふさわしいか

という企業側からのニーズ感もあると思いますし，逆に法曹の立場のキャリアパス的に考え

れば，自分は何かのスペシャリストになりたいのであれば，むしろ１社に常勤という形で入

るよりは，スペシャリスト的な能力を活かして，ある会社に３年間出向で入ったら，別の会

社へ行くということもあり得ると思います。そのときには，もしかしたら事務所を自分で開

くなり，事務所に所属して出向という形の方がむしろいいかもしれないですし，形式に囚わ

れずに，要は企業が必要とする法務サービスを提供できる法曹をどう増やしていくのかとい

う視点で議論しているのだと理解していますが，先ほど木内先生がマトリクスと正におっし

ゃいましたけれども，形態ごとのメリット・デメリット，企業にとって，あるいは法曹自身

において，多分それぞれあると思いますので，そこが見えてくることによって，法曹もキャ
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リアパスを考えられるでしょうし，企業の側も，では今法曹を何のために雇おうとか，ある

いはいずれジェネラルカウンセルになるような人を探してきて雇用しようとか，そういう議

論もしやすくなるのではないかという気がしています。 

ですので，この活動領域の拡大に向けた取組としての課題はそのとおりだと思っています

が，それを次につなげるために，どことどこをつなげたらいいのか，自分でまだ整理がつい

ていないのですが，視点としてはそういう，今申し上げたような視点を組み込んでいただく

のが良いかなと思います。 

○伊東弁護士 企業との関わり方の中に，多様なキャリアの展開というような，そういうチャ

ネルが一つあるということでしょうか。 

○和田主幹 複雑な連立方程式のようなものですが。 

○伊東弁護士 ありがとうございました。井上さん，お願いします。 

○井上弁護士 今のところに敷衍して少し申し上げたいと思います。企業に入った後のキャリ

アパスという点についてですが，今大量に増えている，ごくごく若い弁護士さん，修習直後

に企業に入っている３年未満の方を想定してキャリアパスという話をしていると理解して

いますが，今のタイミングで企業側は，恐らくジェネラリストのイメージを持っている企業

も結構いらっしゃると思います。そうすると，修習生の方が，自分がスペシャリストとして

やっていきたいと５年後に気づいたときに，転職したいと思う可能性があると思います。で

すから，今までの日本の会社，１０年，２０年勤め上げていく中でキャリアパスを考えてい

くということでしたけれども，資格者ですと，途中で会社を変わる，そういう選択肢もある

ということを，企業側も弁護士側も認識しながらこれから考えていくことになるのだろうと

認識を持っています。それが良いのか悪いのか。一義的には，もしかすると弁護士はすぐに

辞めてしまうという評価にもつながりかねないという危惧もございますので，そういうネガ

ティブな評価にならないように，お互いが気持ちよく，法的素養がある人材を日本として活

用できるような提案ができるといいと思います。もちろんマトリクスもいろいろありますけ

れども，その分析をする中で，そういうものもお互いプラスなんですよ，ということがメッ

セージとして伝わるような使い方を弁護士会としてサポートできると一番いいのではない

かと思います。 

多分ジェネラリストで，ビジネスパーソンとして責任者になるということを望んでいる方

は３０年同じ会社ということもあるかもしれませんが，それはなかなか難しく，エキスパー

トだとすると，大会社であればいろんな仕事ができるかもしれませんけれども，そうでない

場合は恐らく転職を通じたキャリアになっていくのではないかと思っています。 

○片山教授 平成２５年の法務省のペーパーと，今回のペーパーとを比較して違うなと思って

いますのは，従前は，インハウスローヤーをいかに増やすかという視点での職域拡大だった

と思いますが，今回のペーパーでは，それだけではなくして，「企業の分野における」とな

っておりまして，例えば，今回説明がありましたけれども，中小企業への支援というのは，

明らかに企業の外にいる法曹が支援する。それから，日本政策投資銀行の女性起業家向けの

セミナーもそういう面があるかもしれません。そちらの方も検討していただくことは大変結

構なことだと思いますし，さらにはビジネスコンサルティング法曹・法務の役割というよう

な視点ももっと積極的に打ち出していいとは思いますが，どこまで広げていいのかという点

は今回のペーパーで気になったところです。そういう意味では，どの辺りまで検討するのか
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ということについて何らかの合意を形成すべきではないかという印象を持ちました。 

○伊東弁護士 和田さん，お願いします。 

○和田主幹 これまで法曹有資格者の活動領域の拡大で企業分野というふうに議論していっ

たときに，当初は正にインハウスのことしかイメージされていませんでしたが，経団連とし

てはこれまでの議論の中で，それだけではないということを主張してきました。今の取りま

とめですと，インハウスに限らない企業の分野で活躍する法曹というふうに議論が広がって

きたのは，私は望ましいというか，我々はそう望んできたところだったので，非常に有り難

いと思っています。 

先ほどの，常勤か直接雇用か，出向かという話とも関連するのですが，そもそも企業に関

わる法曹のマーケット自体が広がることが大事なのではないかと考えております。ですので，

私としては，企業の分野で活躍する法曹というものをできる限り幅広く解釈することが，望

ましいのではないかという意見を持っております。 

○伊東弁護士 佐熊さん，お願いします。 

○佐熊参事官補佐 私も，この分科会開始当初は，常勤のインハウスというイメージが非常に

強かったのですが，検討を進める中で，弁護士側の状況からすると，新人であれば常勤で入

ることは簡単だと思うのですが，中途ですと，常勤は難しい，非常勤の方が入りやすいとい

うような具体的な難しさが見えてきました。ニーズ，供給の多様な状況が見えてきたことが，

今回の分科会の極めて重要な成果だったような気がしています。 

さらに，片山先生がおっしゃったような，今の時代，ビジネスコンサルティングとの関わ

りというのも，今後重要になってきているのは目に見えていて，そこのところは意識してい

かなければいけない点ではないかと思っておりますが，分科会の中で議論するのは時期的に

難しいかと思います。 

今後の展望で示せればいいのではと思っております。 

○伊東弁護士 確かに企業ニーズを深めていって，そういう方法しか関わり方がなくて，それ

はインハウスばかりではないということになるのでしょうね。 

○岡野座長 目的や，皆さんの御意見はよく分かるのですが，実を言うと，社外取締役や社外

監査役は弁護士だからといって誰でもできる仕事ではないです。その考え方で考えていただ

ければ，そこの教育をどうするのかとか，マーケットをどう考えていくのかということを一

緒にやらないと，最終的にはなかなか難しいのかもしれません。世界を股にかけた総合的な

リーガルオフィス，法律事務所の大規模化のようなことまで考えていかないと，本当は議論

にならないと思います。そういうことを展望のところでお話ししていいのであればそういう

議論はいいと思います。しかし，社外取締役や社外監査役，コンサルティング的意識を持っ

た弁護士を養成するとなると，結構大議論になるのですが，それでもよろしいのでしょうか。

そういう議論をした方が将来のこの国のためにもなるし，日本企業にとっても様々な形での

活用ができるということになるとは思います。しかし，本当に取り組もうとすると，根本的

な社外取締役，社外監査役として弁護士の方が御活躍していただくためには，どういうこと

をしなければいけないかとか，もしくはコンサルタントみたいな意識を高めていくためには，

どういうふうにしなければいけないのかというところまで触れないと，何となく絵に描いた

餅になってしまうかなというのは，ちょっと心配はしています。 

○木内弁護士 実は岡野座長と全く同じ問題意識を持っています。もちろん，弁護士会として
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はそのように対応しようとしています。例えば，第二東京弁護士会では，社外監査役を希望

する弁護士を対象にしたセミナーを開催しています。 

ただ，今度企業の弁護士の活用となると，リーガルだけではなくて，経営戦略についてア

ドバイスするということになるとなかなか務まらない。とりわけ，中小企業に関してはそれ

が顕著で，高いお金を払って弁護士に依頼する方々でありつつも，他方，弁護士は高いとい

う印象を持っています。そういう印象を払拭するためには，企業活動に対するシンパシーや

コネクションが必要で，それにプラスして経営に関するノウハウが必要になりますが，そう

いった人たちをどうやって育てて，どのように啓発するかという課題をここで議論するとい

う話になると思います。 

しかも，ここで中小企業にターゲットを絞っているんですけれど，中小企業にターゲット

を絞った趣旨は何かという問題が出てきて，企業は弁護士に対するニーズを掘り起こすとい

う意味では，大企業に関するニーズも当然重要で，むしろそちらの方が結構深刻な課題を含

む，そういうことで，それらを踏まえると，議論するということであれば少々時期が遅いの

ではないかと個人的には思っています。もしこれを議論するのであれば，当初から取り上げ

た上で，ひまわりキャリアサポートセンターの組織体制を考え，具体的な案をどうするかま

でちゃんと踏み込んで検討しないと，成果物として有益にはならないのではないかと思いま

した。と同時に，もし議論するのであれば，従前どおりの感じで，中小企業にどのように企

業内弁護士を入れていくかということについても議論してもらいたいところです。日本組織

内弁護士協会の理事の経験からいうと，意外と中小企業で弁護士を採用したいのだけれど，

何か方法はありませんでしょうかという相談が組織内弁護士に持ち込まれることが決して少

なくありません。そういうふうに，中小企業自身も組織内弁護士を入れることに関しては，

とても関心を持っている状況なので，もしこの点を意識するのであれば，その点も併せて議

論していただきたいと思います。以上です。 

○伊東弁護士 矢部さん。 

○矢部弁護士 平成２５年の取りまとめができて１年少し経ちまして，議論の中身が大分深ま

った印象をと私としては持っています。何が変わったかというと，恐らく弁護士会の立場で

しょう。当初は単純に企業内法務，弁護士の採用ということで考えていた。ですから，非常

にジュニア，若い人の就職先という捉え方で考えていた。そういう意味では，東京三会で就

職説明会というような観点から始まった話が，やはりよくよく考えていけば，いろいろな意

味でのニーズとサプライ，すり合わせ，これをどうするかとなると，企業内法務という視点

で，弁護士会側は本当にサプライができているのかという話にもなります。また，実際にど

のようなニーズがあるのかという話に当然なる。企業法務全般がどういう状況にあるから，

働き方も，社内もあれば社外もあり，いろいろな形があるというふうになったのが進歩だろ

うと思います。その辺りは議論の核というか，視点としてまとめるのは良いと思いますが，

ただ，それ以外にいろいろ手が伸びてしまうと議論がまとまらなくなってしまいますので，

それは今後の継続課題という形にすれば良いのではないでしょうか。 

○和田主幹 企業内弁護士の方の活躍の場として，企業の顧問，社外取締役，社外監査役とし

ての活用もあり得ると，これはそのとおりだと思います。思ってはいますが，先ほど木内先

生からも御指摘がありましたように，企業が社外取締役に求める資質というのは，別に，法

曹だからというよりは，たまたま法曹資格を持っている，経営において価値をもたらしてく
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ださる方ということであると思いますので，弁護士の方を社外取締役，社外監査役にするた

めに何をすべきかというのは本末転倒というか，議論が逆のように思います。結果として，

社外取締役，社外監査役，あるいは社外に限らず，先ほどの経営パーソンの話，井上先生か

らもありましたけれども，ビジネスパーソンとしてキャリアを社内で上げていく中で，いず

れ取締役になるということは当然あると思いますし，それは，たまたま法曹資格を持ったビ

ジネスパーソンとして優秀な方であって，経営マインドを持った方だからだと思うのですが，

結果論としてそうなるということなのかなと思っています。現段階でそのために何かすると

いう議論をする場としてこの場がふさわしいかというと，少し違うというように思います。 

○伊東弁護士 展望に関する議論も出ておりますけれども，展望の方に進めてよろしいでしょ

うか。 

○岡野座長 ５ページの（３）のところなのですが，私は全く法曹の世界のことは分からない

のですが，いろんなところでいろんな人と話をするときがあって，マッチングやニーズの引

き合わせというところで出る話が，修習の際の指導の先生がすごく就職に影響を与えるケー

スが多いと。したがって，その層の方に，企業内で働くことの意義を伝えていかないといけ

ないという話を聞きます。要するに弁護士会側の説明と同じように，指導の先生に企業で働

くことの意味があると言っておかないと，その先生が企業で働くことを勧められない。そう

いう話が，非公式に議論すると結構出ています。私は経験者ではないので，それがどの程度

の意味があるかというのはあるのですが，マッチングとかニーズの引き合わせで，そういう

ところに意味があるのであれば，そういう方への発信も必要になるかなと思い，一言だけ申

し上げておきます。 

○木内弁護士 岡野座長の問題意識は全くごもっともで，ちょっと表現があまりよくないです

が，私は，司法研修所の教官ですら，外資系のインハウスは若手をこき使っているというよ

うな話をしていると聞きます。ということなので，研修所の教官レベルですらそうなのです

から，いわんや修習の指導担当はもっとという感じはします。ですから，実務修習の修習担

当の弁護士のレベルにまで組織内弁護士の本質を説くのは難しいとは思いつつも，机上配付

資料の選択型実務修習や導入修習における講演会の場など，司法修習の中で，企業内弁護士，

組織内弁護士に関する説明の機会を増やしてもらうというのは大事だと思います。以上です。 

○井上弁護士 今のお話を聞いてちょっと思い付いたんですけれども，例えば企業の出向経験

のある方が教官になれば，随分企業法務のイメージ，修習生の指導も具体的になっていくと

思うんですね。御経験のある方であれば，修習生を見て，いわゆる法律事務所向きか，企業

向きかはある程度お分かりになると思うんです。ですから，そういう経験のある方に教官に

なってもらって，企業に向いている人は自分の知り合いの企業を紹介してくれるぐらいまで

の話があれば，ネットワークが広がってよろしいのではないかと思います。 

○伊東弁護士 最後に，展望について御説明をお願いいたします。 

○鈴木参事官 それでは最後に，以上のような活動領域拡大の取組における課題と対応策を踏

まえまして，今後の展望という点について御説明いたします。 

この点につきましては，これまでの分科会において，テーマとして取り上げて意見交換を

したことはありませんので，従前の議論については記載しておりません。 

ただし，こちらの机上配付資料１に記載したとおり，大まかに，「１ 今後の見通し」，「２ 

中長期的な見通し」，「３ 今後の検討体制」といった点が一つの例として考えられるところ
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です。 

まず，「１ 今後の見通し」については，これまでの御議論を踏まえて，意見交換のイメー

ジとして，企業内における法曹有資格者の数については今後どのようになっていくのか，増

加していくのか，それとも経済状況などの影響もあり一概に増加が見込まれる状況にはない

のかといった点について，一つ意見交換することが考えられるところです。 

また，中長期的な取組としましては，例えばイメージとして，現在一部の法科大学院で実

施されている企業内法務に関する取組が定着し，法曹有資格者の意識が変化したり，企業側

の法曹有資格者に対する意識の変化も起こって，中長期的には法曹有資格者はどのように活

躍することになるのかといった点などについて，意見交換することが考えられるかと思いま

す。 

さらに，この有識者懇談会及び分科会につきまして，この枠組みは来年７月１５日という

ことになっておりまして，現在の検討体制の設置期限を迎えた後の検討体制については，法

曹養成の検討体制全体とも関連するテーマですので，あくまで法曹養成制度の検討体制全体

との位置付けを踏まえつつ，今後考えていく必要がありますが，例えば日弁連，企業関係者，

法科大学院関係者，関係省庁などによる連絡会議のようなものを設置したり，各取組のフォ

ローアップを行ったり，実務者レベルでの協議を行う場を提供するといった方策なども考え

られるところです。 

そこで，これまで御意見を頂いた現状，取組や課題といった点を踏まえて，企業の分野に

おける法曹有資格者の活動領域についての今後の展望について，どのように考えるかといっ

た点が，ここで意見交換いただきたいテーマです。よろしくお願いいたします。 

○伊東弁護士 展望という点ですが，いかがでしょうか。木内さん，お願いします。 

○木内弁護士 まず，企業内弁護士，法曹有資格者の展望で，企業内弁護士の数という話があ

りましたが，数は順調に増加しています。あと，活用する会社の種類も増えています。従前

では，採用企業には外資系の会社で，しかも金融機関が多かったのですが，それが国内の金

融会社，商社，近年では製造業や IT 業にまで増えています。こういうふうに，企業の全て

の分野において，弁護士の採用が広がってきています。 

また，その中で新卒の方々だけではなく，中堅であるとか，または経営層に食い込むぐら

いの弁護士も増えております。例えば，こちらいらっしゃる井上さんは，昭和シェル石油の

常勤執行役員でいらっしゃいますし，シャープの取締役の伊藤弁護士や，ノヴァルティスフ

ァーマという製薬会社にも女性弁護士の方がいらっしゃいます。というふうに，徐々に経営

層に食い込むレベルの弁護士も増えています。数についても，活動業界についても，活動レ

ベルについても，増えることが今後も予想されます。 

中長期的な展望としては，先ほど申し上げましたように，キャリアと職務内容におけるマ

トリクスを意識した弁護士の啓蒙と企業への普及活動が必要とされて，そこで，鈴木さんが

おっしゃったような連絡協議会や，各種団体との協議等はしていただきたいと思います。 

具体的に言いますと，こちらの机上配付資料２の８ページの法曹有資格者を対象とする柔

軟な採用活動の検討への理解や，就職情報の充実化に向けた取組・方策等について，先ほど

申し上げた職務内容や弁護士のレベル等を考慮して行っていただければと思います。 

それからもう一つ，先ほど申し上げた海外展開については，例えば机上配付資料２の５ペ

ージから６ページにかけて，企業側からみた課題というのがありますが，ここで，とても耳
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が痛いのですけれど，「法曹有資格者というだけで，有能な会社員としての能力・姿勢を必ず

しも身に付けているわけではない」というなかなか厳しい意見を頂いています。それと海外

案件等の関係では，６ページの二つ目の○，「海外案件を扱う割合が高い企業にとっては，資

格の有無によりパフォーマンスの差をそれ程見出すことができない」等，厳しい意見をいた

だいております。こういうふうに，海外展開については，あまり弁護士に期待されていない

ことがよく分かると思います。ですので，法科大学院でも弁護士会でもいいですが，各機関

で協調してレベルアップを図っていってほしいと思います。 

と同時に，企業で働く上で，企業内弁護士であっても，そうでなくても，法律的なセンス

だけではなく，ビジネス的なセンス，企業戦略の立案ができるスキルが必要であって，それ

は，弁護士会や法科大学院といった法的専門化した部門だけではなかなか養成することは難

しく，アメリカのロースクールであるようにビジネススクールとの連携であるとか，そうい

うビジネスに関する他学校との連携が考えられると思います。 

○伊東弁護士 ありがとうございました。 

○片山教授 また，木内委員の発言とほぼ同じということになってしまうのですけれども，今

後の中長期的な展望については，この分科会が任務を終えた後ということになるかもしれな

いですけれども，やはり法科大学院では法科大学院の取組があり，弁護士会では弁護士会の

取組があるというだけではなく，やはり縦のつながりといいますか，縦の連携を図ることが

できる仕組みが必要かと思いますので，ロースクール，弁護士会や企業法務部とで意見交換

を図っていく場を設けることが必要ではないでしょうか。 

それから，新たな潜在的なニーズの開拓という意味では，やはり海外展開という問題と，

ビジネスセンスを持ったビジネスパーソンとしての法曹の養成という意味で，それを法科大

学院の段階から少しずつ啓発をしていくような取組を今後やっていくべきであるという提言

はできるかと思います。慶應義塾大学では，例えば将来的にはビジネススクールとの相互提

携を考えておりまして，試行的に「起業（インキュベーション）と法」という科目を作り，

「新事業創造体験」というビジネススクールにおける起業のシミュレーションの授業と相互

に履修できるようにしています。ロースクールの学生がビジネススクールに，ビジネススク

ールの学生がロースクールに入って授業を受けているというような試みをやっているわけで

すが，そのような具体的な科目設定の面での工夫についても提言してはどうでしょうか。 

○井上弁護士 大量に入社していただいたインハウスが，その数年後にどのような動向を示し

ていくかというのは大変興味があります。各会社では，弁護士だけ取り立ててどうなったか

という調査をする立場にございません。皆さん，社員は同一ですので。そういう意味では，

やっぱり弁護士会等でその辺がどうなっているかということを追跡調査というか，フォロー

をしていただいて，木内先生がおっしゃってくださったようなマトリクスに合わせて，どう

いう場所の人材がうまくいっていて，どういう分野だと課題があるのかとか，そういう比較

ができると思うので，是非その辺をしっかり見極めた上で，より長いスパンでのキャリアデ

ベロップメントにつながるような提案とか意見とかが出せるような形につなげていったら

いいなと思っております。 

○伊東弁護士 ありがとうございます。いかがでしょうか。時間が来ておりますので，論点整

理に関する議論はこの程度でよろしいでしょうか。はい，ありがとうございました。 

最後になりますが，ニーズ調査についての報告を頂きたいと思います。内閣官房法曹養成
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制度改革推進室が実施した企業に対するニーズ調査の結果の報告ということで，法曹養成制

度改革推進室の中西参事官より御報告を頂きたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○中西参事官 資料１５を御覧ください。これは推進室がこの夏に行った法的ニーズに関する

意識調査の企業に関する単純集計結果です。調査は企業だけではなく法律相談所や法テラス，

交通事故センター，さらには各地方自治体や中央省庁に対しても行い，そのうちの大企業，

中小企業に関する単純集計を抜粋したものになります。 

大企業については，問１を見ると，弁護士の利用機会が５年前に比べて変化していますか

という問に対して，「増加している」という回答が１，１３９社中の７０８社，６２．２％に

上っています。また，さらにどういった分野が今後企業にとっての重要な課題であると認識

されているのかという点について，問５（１）で，契約書の作成など２０項目にわたって項

目を分けて質問しており，さらに，この各事項について問５の（２）で弁護士の利用状況を

現在又は将来についてお聞きしています。 

先ほど議論になりました企業内弁護士のニーズについては，問１０を見ていただきますと，

法曹有資格者を採用していますかという問いがあります。この中で前半の三つが通常の正社

員，任期付の社員，社外取締役を除く役員として弁護士を採用している企業の回答があり，

そのほかに，「法曹有資格者を採用しようとしたができていない」が７．４％，「今後も採用

予定がない」が７５％という回答があります。この辺りが，顧問等の社外取締役に止まって

いるのか，あるいは今後それが採用に変わっていくのかという議論に関連すると思われます。 

次に，中小企業についてもほぼ同じような質問をしておりまして，問１を見ていただきま

すと，過去５年の間に弁護士の利用機会は変化しているのかという点では，「増加している」

が３１．８％，「変わらない」が５６％という回答であり，大企業に比べて中小企業では，そ

れほど大きな変化ではないが，一定の増加傾向にあるといえます。企業の重要課題について

の問５の設問では，大企業に比べると弁護士へのニーズはやや少ない印象がありますが，一

定のニーズ傾向は見て取れます。企業内弁護士のニーズについては，中小企業ではほとんど

ありません。主に社外的な弁護士の支援をどのように今後開拓していくのかというのが中小

企業では重要であろうと思われます。 

以上，今後の議論の参考にしていただければと思います。 

○伊東弁護士 ありがとうございました。 

  それでは，今後の検討について，少し説明させていただきます。本日いろいろな御意見を

頂きまして，特に今後の展開に関しても，重要な御示唆を頂いたと思っております。試行方

策に関しては，今後も取組を続けるということで進めてまいりたいと思います。 

また，本日の意見交換を踏まえて，今後，当分科会の取りまとめに向けた作業を進めてま

いります。具体的には，次回分科会までに，本日いただいた御意見を盛り込んで取りまとめ

の原案を作成し，これを素材に，次回分科会で更に議論を深め，取りまとめを仕上げてまい

りたいと考えております。そういうところでよろしいでしょうか。ありがとうございます。

議事がすべて終了いたしましたので，第７回の分科会をこれで終了いたします。第８回の分

科会の開催日時は，来年２月５日の１３時３０分から１５時３０分の予定です。場所につい

ては追ってお知らせいたします。 

  本日はありがとうございました。次回もよろしくお願いいたします。 

－了－ 


